
「平成 28 年度著作物等の適切な保護と利用・流通に関する小委員会の 

審議の経過等について」（平成 29年 3月 13 日）抜粋 

 
 
③動画コンテンツの私的録画に係る「補償すべき範囲」について 

ア．議論の対象となる流通形態について 
「私的録音録画に係るクリエーターへの対価還元についての現状」において整理された動

画コンテンツの流通モデルごとに，契約実態と対価還元の現状を整理すると，以下のとおり

である。 

（ⅰ）パッケージ販売 

 パッケージを製作，流通，販売し，消費者の手元に届くまでの利用行為については，契約

により権利者への対価還元が行われている。パッケージには，ＤＲＭ技術により複製を禁止

する措置が講じられていることから，消費者が私的複製を行うことはできない。すなわち，

動画コンテンツの利用に係る対価は，全て契約において処理されている。 

（ⅱ）無料放送 

 動画コンテンツを制作し，放送するまでの利用行為については，契約等により権利者への

対価還元が行われている。無料放送番組においては，孫コピーを禁止し複製の回数を１０回

までに限定するダビング１０を原則としたＤＲＭ技術が採用されており，この範囲であれば

視聴者は自由に複製を行うことが可能となっている。この視聴者の行う私的録画に係る対価

については，契約には含まれていない。 

（ⅲ）有料放送 

動画コンテンツを制作し，放送するまでの利用行為については，契約等により権利者への

対価還元が行われている。有料放送番組においては，複製の回数を１回に限定するコピーワ

ンスを原則としたＤＲＭ技術が採用されており，この範囲であれば視聴者は自由に複製を行

うことが可能となっている（一部の番組では複製を禁止するコピーネバーのＤＲＭ技術が施

されている）。この視聴者の行う私的録画に係る対価については，契約には含まれていない。 

（ⅳ）動画配信 

配信楽曲を配信事業者に提供，公衆送信する利用行為については，契約により権利者への

対価還元が行われている。配信形態としてはダウンロード型とストリーミング型が存在する

が，いずれもＤＲＭ技術により複製を禁止する措置が講じられていることから，消費者が私

的複製を行うことはできない。すなわち，動画コンテンツの利用に係る対価は，全て契約に

おいて処理されている。 

（ⅴ）パッケージレンタル 

パッケージを製作，流通，貸与し，消費者の手元に届くまでの利用行為については，契約

により権利者への対価還元が行われている。パッケージには，ＤＲＭ技術により複製を禁止
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する措置が講じられていることから，消費者が私的複製を行うことはできない。すなわち，

動画コンテンツの利用に係る対価は，全て契約において処理されている。 
 
以上を踏まえると，コンテンツの入手後に消費者が私的複製を行うことができる，「有料

放送」及び「無料放送」については，当該私的録画に係る補償の要否を議論する必要がある。 
 

イ．これまでの論点及び意見 

動画コンテンツについては，「有料放送」及び「無料放送」の私的録画について論点を整

理し，各論点について，以下のように意見が出された。 
 

（ⅰ）放送波を最初に録画する部分について、「補償すべき範囲」に含めるか否か。 
 多くの視聴者は、放送番組をその放送時間に視聴するのと同じように、番組をハードデ

ィスクに録画しタイムシフトをして視聴している。ハードディスクに録画された番組は

あくまで視聴者が番組を視聴するためのものであり、権利者に不利益は生じない。 
 放送番組をその放送時間に視聴するのであれば、番組の視聴後に当該番組を再度視聴す

ることはできない。しかし、録画を行った場合に視聴後も録画物が残存するのであれば、

権利者に不利益が生じないとは言い切れない。 
 

（ⅱ）権利者がＤＲＭを自由に選択できる場合に、選択されたＤＲＭの範囲内で行われる私

的録画について、「補償すべき範囲」に含めるか否か。 
 権利者がＤＲＭ技術を選択できない現状においては、補償金等の形で権利者への対価還

元が必要となる。それができないのであれば、権利者が自由にＤＲＭを選択できる環境

を構築すべき。この場合においても、権利者がコピーネバーを選択しないときには補償

の必要性がある。 
 選択肢の多少はあれ、何らかのＤＲＭ技術を選択できる以上は、権利者が私的複製の範

囲をコントロールしていると評価するべき。 
 劇場映画については、劇場放映後の二次利用についてコピーネバーを原則としてビジネ

スを展開しているが、テレビ番組での放送についてのみ、ダビング１０のルールゆえに

権利者が私的複製をコントロールできない状況にある。 
 様々な制度制約や実社会の要請によってＤＲＭが定められているというのが実態であ

り、権利者の自由意思でＤＲＭを選択できるわけではないのではないか。このような実

態や、個人の私的複製の態様を総合考慮して補償が必要な範囲を決めるべきである。 
 

（ⅲ）コピーネバーの運用が可能となっているペイパービューについて、「補償すべき範囲」

に含めるか否か。 
 少なくとも映画については、コピーネバーを運用しているものについて補償を求めるも

のではない。 
 



 
（参考） 

 


